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１ はじめに

平成２９年厚岸町議会第１回定例会の開会に当たり、町政執行に関

する私の所信を申し上げます。

北方領土探検の先覚者 最上徳内翁 を縁に 平成３年 １９９１年「 」 、 、

７月に山形県村山市と友好都市の盟約を締結してから２５周年を迎え

た昨年、これを記念し、１１月に私を団長とする公募による参加町民

３２人ほか総勢３６人をもって、村山市主催による最上徳内生誕

２６０年記念事業「最上徳内サミット」に参加いたしました。

今日、北方領土問題進展への期待が強まる中、北方領土に関する徳

内翁の偉大なる足跡を忘れてはなりません。

徳内翁は、現在の北海道である蝦夷地調査の拠点を厚岸町として、

遠く国後島、択捉島への実地調査を行いました。

そして、寛政１０年、１７９８年には、徳内翁は、江戸時代の探検

家近藤重蔵とともに択捉島に渡り 「大日本恵登呂府」と記した標柱、

を建て、日本の領土であることを明らかにしました。

そのことにより、択捉島、国後島、色丹島及び歯舞群島の北方四島

は、安政元年、１８５５年に日本とロシアとの間で結ばれた「日魯通

好条約」により、日本の領土として確定しました。

しかし、第二次世界大戦後、当時のソ連軍により不法に占拠され、

、 、それから７０年以上が経過しましたが 北方四島はいまだ返還されず

誠に遺憾に思っております。

不退転の決意をもって、返還要求運動に邁進していくことが、我
まい

々の責務であることを、村山市を訪問し、さらに、その意を強くした

次第であります。
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２ 町政に臨む基本姿勢

次に、町政に臨む基本姿勢について申し上げます。

私が、何よりも大好きなこの厚岸を「もっともっと元気なまちへ」

との気概に燃え、平成２５年７月に４期目の町政の舵取りを担わせて

いただいてから４年が経とうとしております。この間、新たな課題に

も先見性をもって果敢に取り組み、どのような困難があっても大きな

夢を抱ける、希望が沸き立つようなまちづくりを目指して、心血を注

いでまいりました。これまでの町政運営に当たり、町民の皆さん並び

に町議会議員の皆さんのご理解とご協力に改めて心より感謝申し上げ

ます。

さて、私の町長４期目の任期も残すところ４カ月余りとなりました

が、町民の皆さんと約束した公約を実現し、町民の皆さんの幸せと厚

岸町の発展に向かって持てる力の限りを尽くして、未来への扉を開い

ていかなければなりません。

そのためには、厚岸町の元気の源である第一次産業をはじめとした

地域経済の振興が何より重要です。厚岸町は、国が行う漁港整備を見

据えた厚岸漁業協同組合による貯氷・冷蔵施設などの整備や 「弁天、

」「 」 、かき あっけし極みるく６５ といった新たな厚岸ブランドの創出

北海道では８０年ぶり２カ所目となる厚岸蒸溜所のウイスキー蒸留開

始など、明るい展望が開けようとしています。こうした産業の活発な

動向と連動して観光施策を推し進め、交流人口の増加によって地域経

済の一翼を担う観光産業へと導くなど、第一次産業だけではなく関連

産業が元気になるよう、厚岸町のさらなる発展への道筋を付けるため
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の施策を推進してまいります。

また、まちの活力を維持していくためには、人口減少を少しでも食

い止めなければなりません。そのためには、厚岸町の将来を担う子ど

もたちが、このまちに住み続けたい、いずれは戻って暮らしたいと思

えるまちづくり、親になる若い世代が、このまちで子育てをしたいと

思えるまちづくりを進めるため、子育て支援を重点的に進めなければ

なりません。さらに、子どもから高齢者まで、町民の皆さんが、この

先も安心して暮らしていくためには、防災・減災対策を継続して取り

組むほか、老朽化が進む町有施設の対策も重要です。

これらを含む総合的な施策展開を講じるため 「第５期厚岸町総合、

計画・後期行動計画」の着実な実行と「厚岸町未来創生総合戦略」の

取組を加速化し、未来に夢を抱く町民の皆さんとともに、希望に満ち

た輝かしい厚岸町の実現に向けて全力を尽くしてまいります。



- 4 -

３ 主要な施策の推進

それでは、平成２９年度において、私が取り組む主要な施策の推進

について、第５期厚岸町総合計画の５本のまちづくりの柱に沿って申

し上げます。

(1) 自然との調和を大切にした快適で安全なまちづくり

まちづくりの柱の一点目は 「自然との調和を大切にした快適で安、

全なまちづくり」であります。

厚岸町の豊かな自然環境を維持し、未来へと継承するため「厚岸町

豊かな環境を守り育てる基本計画」で示す行動指針に基づき、町、町

民、事業者が協働で河畔林造成や厚岸町クリーン作戦などの環境保全

活動に取り組んでまいります。

また、次世代を担う年齢層に対しては、環境保全に対する意識を向

上させるために学校版環境マネジメントシステムの推進などにより、

環境教育の一層の普及を図ってまいります。

農林業被害や生態系への影響など、深刻化しているエゾシカ被害の

対策については、引き続き関係機関と連携し、個体数の適正管理のた

めの計画的な駆除を実施いたします。さらに、近年増加しているカラ

ス被害に対しては、駆除奨励金の増額、一斉駆除の実施などにより、

対策の強化を図ってまいります。

太陽光などの再生可能エネルギーについては、環境負荷の少ないエ

ネルギーとして重要性が増していることから、住宅太陽光発電システ

ム設置奨励事業を継続してまいります。
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また、環境への負荷の軽減を図るため、町民や事業者への省エネル

ギー意識と行動の啓発を進め、エネルギーの適切で有効な利用を推進

いたします。

水道事業については、今後、耐用年数を超える水道管の大量更新が

必要となる中、経営の安定化を図るため、本年４月から新たな水道料

金に改定いたします。町民生活と産業活動の基盤である水道の安全・

強靭化・持続を目指し、施設の更新と耐震化を効果的に進めるための

計画策定に着手するとともに、独立採算を原則とする公営企業として

の効率性を発揮し、引き続き経営改善に取り組みながら、事業の健全

な運営に努めてまいります。

下水道事業については、白浜１丁目と３丁目地区のほか、漁港整備

に伴う若竹１丁目地区の汚水管整備を実施いたします。

また、既存の下水道施設を長期にわたって安全で安定的に維持する

ため、引き続き計画的な設備更新を実施するとともに、終末処理場な

どの基幹施設の耐震化を図るための実施設計を行います。

公共下水道による整備を予定していない地区においては、生活排水

処理施設の整備を促進するため、合併処理浄化槽設置に対する支援を

継続してまいります。

高速道路の整備については、昨年３月に道東自動車道の阿寒インタ

ーチェンジと、釧路外環状道路の一部が開通し、釧路別保インターチ

ェンジの開通が平成３０年度に迫る中、釧路・根室間の高速道路の整

備に対する町民の皆さんや関係者の期待が高まっております。

こうした中、地域の声を国へ届け、経済の活性化や防災対策などの

効果が期待される高速道路整備を実現するため、尾幌・糸魚沢間の整

備の必要性を国に強く訴えてまいりました。
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本年度も、北海道横断自動車道釧路・根室間建設促進期成会などの

関係機関や市町村、団体との連携の下、積極的な要望活動を展開して

まいります。

町道の整備については、厚岸駅構内人道跨線橋と門静前浜道路の整

備、湾月町通りの歩道整備を完了させるほか、太田門静間道路と床潭

末広間道路の整備、真栄大通りと桜通りの歩道改修、松葉町通りのほ

か路面の損傷が著しい箇所のオーバーレイなどを継続してまいりま

す。

また、太田地区の冬期間の交通障害対策として、防雪柵整備の工事

に着手いたします。

鉄道やバスの公共交通については、通院・通学のほか高齢者や障が

い者などの移動手段としての役割が大きいことから、関係機関と連携

して維持・確保に努めるほか、スクールバスの町民利用を引き続き全

路線で実施してまいります。

また、今後の地域全体の公共交通のあり方について、関係機関、交

通事業者、町民、町が一体となった協議会を設置し、調査、検討、計

画の策定を行い、地域の状況にあった地域公共交通の体制づくりを推

進してまいります。

、 、住環境については 住宅の省エネ・バリアフリー改修やリフォーム

新築に対する支援を継続してまいります。

町営住宅の整備では、奔渡団地のうち平成３年度に建設した住宅の

屋上防水と外壁改修を実施いたします。

公園については、若竹公園と住の江公園のフェンスの更新を行うな

ど、適切な管理維持に努めてまいります。

交通安全については、町民が悲惨な事故の被害者や加害者にならな
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いように、交通ルールの遵守を求めるとともに、通学道路などの現地

調査を行い、危険な箇所への交通安全施設の整備を関係機関に要望し

てまいります。

消費生活については、道内において医療費や電気料金等の還付金詐

欺が発生するなど、詐欺の手口は年々巧妙化しております。町民が消

費者被害に遭わないよう、引き続き関係機関や団体と連携を密にし、

適切な情報提供をするとともに、地域に密着した啓発活動に努めてま

いります。

次に、消防・防災についてであります。

消防については、９月供用開始予定の厚岸消防署・釧路東部消防組

合本部庁舎への庁舎用備品と消火栓の整備、地域の初期消火活動を強

化するための小型動力ポンプの更新、水難救助活動を強化するための

水難救助車の整備と空気呼吸器の更新、新規潜水隊員養成のための潜

水資機材の増設、消防団員の災害活動時の安全を確保するための安全

装備品の整備を支援してまいります。

防災について、災害全般にわたる対策では、国の無線設備規則の改

正により、平成３４年１２月以降使用できなくなる現行のアナログ同

報系防災行政無線から、デジタル同報系防災行政無線への更新整備に

向けた電波伝搬調査を含む実施設計を行うとともに、災害時における

迅速・的確な状況把握に有効な小型無人航空機「ドローン」を配備い

たします。

地震・津波災害の対策では、従前からの急勾配に加え、老朽化によ

る損傷が著しく昇降に支障を来しているお供山散策路に代わる避難階

段の整備に向けた調査設計を行うほか、厚岸消防署・釧路東部消防組

合本部庁舎を役場庁舎に代わる災害対策本部として機能させるため、
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現在、厚岸味覚ターミナル・コンキリエに配備している災害対策本部

防災通信機器を移設するとともに、自主防災組織が行う防災活動や防

災資機材の整備に対する補助制度を継続してまいります。

台風や豪雨災害の対策では、大雨時に旧尾幌１号川の状況を随時監

視し、地域住民に迅速・的確な情報を伝達できるよう河川監視カメラ

システムを整備いたします。

町民の防災意識の普及では、厚岸町防災訓練としての避難訓練、自

治会連合会や各自治会との連携による災害図上訓練や避難所運営演

習、教育委員会との連携による防災標語の募集を継続実施するととも

に、学校における防災教育において災害図上訓練などを実施してまい

ります。

また、町内の空き家対策については、対策を推進する上での基礎資

料とするため、空き家所有者へのアンケート調査を実施いたします。

治山対策については、崩落箇所の復旧として梅香、筑紫恋、奔渡な

どにおいて、北海道が事業主体となり５カ所の治山工事を行う予定で

あります。また、危険が予想される箇所や復旧を要する箇所について

も、引き続き北海道に要望してまいります。

治水対策については、国から委託を受けて行う矢臼別演習場内の河

川における土砂流出対策を継続するほか、奔渡川の護岸改修を進めて

まいります。

廃棄物対策については、町民の理解と協力を得ながら、ごみの減量

化と資源化の徹底を推進してまいります。

し尿処理については、くみ取りし尿と公共下水道の汚水を一元処理

する施設を４月から供用開始し、効率的で適正な生活排水の処理に努

めてまいります。
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情報ネットワークについては、厚岸情報ネットワークの一層の利用

増進を図るため、引き続きインターネット用光ケーブルを増設してま

いります。

(2) にぎわいに満ちた活力と魅力あるまちづくり

まちづくりの柱の二点目は 「にぎわいに満ちた活力と魅力あるま、

ちづくり」であります。

はじめに、水産業についてであります。

昨年は、北洋さけ・ます流し網漁禁止に始まり、主力であるサンマ

や近年豊漁だったイカの不漁、さらには度重なる台風等によりコンブ

資源が減少するなど、水産業を取り巻く環境は極めて厳しい状況とな

りました。こうした中、北洋さけ・ます流し網漁に替わる漁業の確立

に向けた取組が始まったほか、地域の水産業を支援する各種制度を活

用して厚岸漁業協同組合が整備を進めるカキ人工種苗生産施設や貯

氷・冷蔵施設などが、今月、完成を迎えようとしております。

本年度は、厚岸漁業協同組合が整備する共同利用漁船について、乗

組員の雇用と地域の水揚げ確保に必要であることから、導入に向けた

取組を北洋漁業対策の一環として支援してまいります。

また、厚岸漁業協同組合が本年度から運営するカキ人工種苗生産施

設では、カキえもんに続く新たな厚岸ブランドとして誕生した「弁天

かき」の種苗生産が本格的に行われることになっており、沿岸漁業の

振興に非常に有益な施設であることから、しっかりと支援してまいり

ます。
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根付漁業の重要性が注目されている昨今、沿岸漁業の振興は、重要

な施策の一つであることから、厚岸漁業協同組合が行う昆布漁場改良

事業、漁場造成環境調査事業、ホタテ篭養殖試験事業などへの支援を

継続してまいります。

厚岸漁港の整備では、若竹第２埠頭において、国が行う屋根付き岸

壁と人工地盤の建設工事が着手される予定であり、衛生管理型漁港施

設の早期供用開始に向け、整備が着実に進められるよう、引き続き国

に強く働きかけるとともに、厚岸漁業協同組合の市場移転に向けた荷

捌所整備について、関係機関と協議を進めてまいります。

また、未着手箇所の多い海岸保全対策について、早期整備を北海道

に強く要望するとともに、床潭漁港の西側泊地と東側泊地の静穏域確
はくち はくち

保に向けた沖防波堤整備については、北海道をはじめとした関係機関

と事業化のための協議を進めてまいります。

カキ種苗センターについては、優れた親貝系統を効果的に活用しつ

つ、質の高い種苗を生産者に安定供給するため、清浄な海水を導入す

る海水取水経路の確保について、関係機関と協議をしてまいります。

カキえもんを市場に広く流通させ、幅広く消費者に知ってもらう
しじょう

ためには、粒の揃った高品質なものを量産化することが必要であり、

厚岸漁業協同組合と連携し、先進的な養殖資材を積極的に取り入れる

など、厚岸の環境に適した育成方法を構築し、その普及に努めてまい

ります。

さらに、厚岸漁業協同組合直売店を拠点として活動する地域おこし

協力隊員２名を採用し、水産物等の魅力の掘り起こしや町外へのＰＲ

と販売促進の取組を支援してまいります。

次に、農業についてであります。
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近年における本町の農業は、日々刻々と変化する国内外をめぐる農

業情勢や担い手不足による離農、高齢化など、将来への不安が増して

おります。

一方 平成２６年度から新規就農支援策を拡充したことで 平成２６、 、

年度には１件、平成２７年度には２件の新規就農者が着業しており、

平成２８年度の新規就農者はいなかったものの、現在、釧路太田農業

協同組合と新規就農希望者との間で協議が進められております。今後

も、新たな担い手の確保に向けた取組を関係機関と一体となって進め

てまいります。

農業生産基盤については、良質な粗飼料確保のため釧路太田東部地

区において、道営事業による草地整備事業が継続実施されるほか、本

年度から新たに釧路太田西部地区の草地整備事業が実施されることに

なっております。

また、浜中町農業協同組合の事業主体により昨年度から２カ年で進

められているトライベツ地区の搾乳牧場整備を支援してまいります。

中山間地域等直接支払事業及び多面的機能支払事業については、引

き続き事業主体組織との連携を密にしながら、地域に根ざした効率的

な事業展開を支援してまいります。

さらに、釧路太田畜産クラスター協議会で計画している牛舎の整備

など、労働負担の軽減や飼養規模拡大の取組を支援してまいります。

家畜防疫については、厚岸町家畜自衛防疫協議会など関係機関と連

携し、家畜伝染病の発生予防のため、引き続き予防注射や国の補助事

業を活用して伝染病検査を支援するとともに、農場周辺での消毒の徹

底や関係者以外の立入制限など、飼養衛生管理の指導と啓発に努めて

まいります。
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また、環境との調和に配慮した農畜産物の生産を目標とする環境保

全型農業を推進するため、バイオガスプラントによる家畜ふん尿の有

効利用に向けた検討を引き続き進めてまいります。

町営牧場については、引き続き預託牛の適正な育成管理の下、牧場

運営経費の節減と、なお一層の飼養管理技術の向上に努めてまいりま

。 、 、す また 道営事業によるセタニウシ団地の草地整備が完了するほか

良質な牧草ロールを確保するための作業機械の増強と牧草ロ－ル置き

場の整備、衛生管理の向上を図るための隔離牛舎の建設を行ってまい

ります。

森林整備については、森林の多面的機能の発揮を図りつつ、持続可

能な循環型林業を確立するため、町有林の計画的な森林施業を進める

とともに、私有林については、厚岸町森林組合と連携し、民有林振興

対策事業及び森林整備地域活動支援交付金事業を継続してまいりま

す。

林業担い手対策としては、林業作業員の育成及び林業労働力の確保

と就労の長期化・安定化を図るための支援を引き続き実施してまいり

ます。

町民の森植樹祭については、町民参加の森づくり事業として、本年

度も支援してまいります。

また、町有林内の林地残材を堆肥センターの水分調整材などに有効

活用する森林資源利活用事業は、事業量を増やして継続してまいりま

す。

きのこ菌床センターについては、良質な菌床を一年を通して安定的

に提供できるよう、培養室の空調設備を整備するとともに、菌床価格

の軽減措置を継続しながら、生産者の経営基盤強化や組織化に向けた
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取組を支援してまいります。

また、上尾幌産しいたけのブランド化や販路拡大に向けた活動など

を行う地域おこし協力隊員２名を採用し、生産者と一体となってきの

こ産業の育成・振興に努めてまいります。

次に、商工業、観光、雇用についてであります。

本町の商工業を取り巻く環境は、人口減少による購買力の減退や水

産加工の原料となる原魚の減少などにより依然として厳しい環境にあ

り、地域経済の活性化が喫緊の課題であります。

こうした状況を踏まえ、町内事業者の経営基盤の強化を促進し事業

活動を活発化するため、町内事業者が借り入れる設備投資や運転資金

、 。に対して 町が利子補給などを行う融資制度の支援を拡充いたします

また、地域経済の中核を担い、多くの雇用の受け皿となっている中

小企業の振興を図るためには、厚岸町商工会の役割がますます重要と

なっていることから、商工会との連携を密にしながら運営支援を継続

してまいります。

さらに、昨年１１月にウイスキーの蒸留を開始した厚岸蒸溜所は、

国内外から注目を集めており、本町の観光産業にとっての期待も大き

いことから、町としてできる支援を行い、まちの活性化に資するよう

取り組んでまいります。

観光については、道東自動車道阿寒インターチェンジ、釧路外環状

道路の釧路西インターチェンジと釧路東インターチェンジの供用開始

により道央圏などからのアクセスが容易になったことや、釧路市の観

光立国ショーケースと阿寒国立公園満喫プロジェクトの選定など、釧

路地域における観光客の増加が期待できる環境が整ってきておりま

す。
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昨年度は、釧路町・厚岸町・浜中町広域観光推進協議会や町内産業

経済団体と連携した道内プロモーションや厚岸町公式キャラクター

「うみえもん」を活用した観光・物産イベントでの積極的な情報発信

が功を奏し、あっけし桜・牡蠣まつり、あっけし牡蠣まつりの来場者

数が大幅に増加いたしました。

本年度においても、本町を含む北太平洋シーサイドラインへの一層

の誘客を図るため関係機関との連携を強化し、道内外での観光・物産

展の開催やイベントへの参加、町のホームページやうみえもんフェイ

、 、スブックなどで 本町の魅力である農水産物や自然景観などをＰＲし

基幹産業である漁業や農業とも連携した観光産業の振興を進めてまい

ります。

厚岸道立自然公園の国定公園化については、厚岸湖での将来的な漁

業活動への影響を懸念する漁業者の不安を払拭するため、厚岸湖にお

ける公園内の地種区分の変更に向けた具体的な作業を進めており、今

後も厚岸漁業協同組合などの関係機関・団体と調整しながら早期実現

に努めてまいります。

厚岸味覚ターミナル・コンキリエについては、マスメディアでの情

報発信や道内はもとより、首都圏や関西圏などでの誘客活動が功を奏

し、入館者・売上ともに年々伸びており、今後は、地域おこし協力隊

員による新たな体験観光メニューの開発や、２階カフェスペースにお

いて、本年１１月に発売予定の厚岸ウイスキー・ニューボーンと厚岸

カキなどとの組み合わせによる新しい食の提供を行ってまいります。

さらに、ペットとともに旅行する観光客にゆっくり滞在していただ

くためのドッグランや子どもが楽しめる遊具を整備するとともに、国

が推進している外国人観光客通訳支援施設としての認定を受け、総合
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観光案内窓口での外国人観光客への対応を強化いたします。

また、本施設は建設後２３年を経過し内部の壁や屋上外壁などの老

朽化が著しいため施設補修を行うなど、施設の適切な管理に努めてま

いります。

雇用については、町内求人情報の一元化を進め町ホームページなど

で情報発信するほか、ハローワークと連携して求職・求人情報の提供

サービスを開始するとともに、厚岸町雇用対策連絡会議などを通じ町

内の各企業、団体と新規採用など雇用情勢に関する情報の共有を図っ

てまいります。

(3) やさしさあふれ健やかに安心して暮らせるまちづくり

まちづくりの柱の三点目は 「やさしさあふれ健やかに安心して暮、

らせるまちづくり」であります。

「厚岸町未来創生総合戦略」では、子育て支援を重点施策の一つと

しており、厚岸町の将来を担う大事な子どもを安心して産み育てられ

るまちづくりを目指してまいります。

子育て支援については、子育て支援策の基本的な方向性と主要施策

を示す「厚岸町子ども・子育て支援事業計画」に基づき、各種施策を

推進しながら、町単独事業である子育てお助けブックの配付、出産祝

金の支給、妊婦健康診査通院費、特定不妊治療費の助成を継続すると

ともに、新たに、助産院による妊産婦子育て相談や産後ケアなどを行

う「妊娠・出産包括支援事業」を実施してまいります。また、保育料

の２割助成を第１子からに拡大するとともに、保育所と児童館の受入
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時間をそれぞれ拡大するほか、認可外保育所への運営支援も増額し、

子育てしやすい環境の整備を推進してまいります。

老朽化や耐震性に課題がある真竜保育所と宮園保育所については、

統合施設として建て替える計画であり、本年度は設置場所の検討や児

童数の推移を踏まえた基本設計を行います。

町内の幼稚園に対しては、子ども子育て支援法に基づく特定教育・

保育施設の運営に必要な給付を継続して行ってまいります。

福祉医療制度については、子育てを行う家庭の経済的支援として、

引き続き小学生までの医療費無料化を実施いたします。

町民の健康づくりについては 「第２期みんなすこやか厚岸２１」、

に基づき事業を推進し、町民一人ひとりが生涯にわたり主体的な健康

づくりに取り組んでいただけるよう、ライフステージに合わせた各種

事業の周知・啓発に努め、健康増進に向けた意識の高揚を図ってまい

。 、ります また同計画は１０年間の計画期間の５年目に当たることから

中間評価に取り組むとともに、健全な食生活を実践できる人を育むた

めの食育推進計画との一体的な策定について検討を進めてまいりま

す。

保健予防サービスについては、生活習慣病の予防と疾病の早期発見

のため、各種健康診査やがん検診の勧奨を積極的に行い受診率の向上

を図ってまいります。

感染症対策については、各種感染症に対する危機管理意識向上のた

めの周知と予防接種の勧奨を行うとともに、新たな町独自事業として

生後６カ月から１８歳までの子どものインフルエンザワクチン予防接

種費用を助成し、子育て世帯の費用負担の軽減を図ってまいります。

次に病院事業についてであります。
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町立厚岸病院は、町民の命と健康を守り、誰もが元気で安心して生

活できる地域社会を支える拠点医療施設であります。

その診療の基本は、あらゆる健康問題を患者とその家族や生活環境

などから総合的に把握した上で、患者と一緒になって進める患者中心

の医療にあります。そのため不採算とされる小児医療や救急医療の体

制確保、慢性期医療の維持及び予防医療と保健活動を行政や他の機関

と連携して推進してまいります。

また、地域医療の存続には、診療体制の維持が最も重要であること

から、医師確保を最重要課題として、北海道や医育大学をはじめ、関

係医療機関との連携を密にし、常勤医師の確保に全力で努め、医療体

制の維持を図るとともに、将来にわたって医療を担う人材の確保に努

めてまいります。

専門科である整形外科と脳神経外科については、釧路市内の総合病

院との連携を継続してまいります。

病棟体制については、５５床を全科で効率的な利用を図り、急性期

患者から慢性期患者までの様々な病態の患者の受け入れに対応すると

ともに、専門治療が必要とされる患者は、釧路市内の総合病院など２

次医療機関への適切な紹介を速やかに行うことで、誰もが安心できる

医療体制を維持してまいります。

広域救急医療については、近隣市町村や関係機関との連携を図りな

がら、小児救急やドクターヘリ運航などの体制維持に努めてまいりま

す。また、厚岸郡における救急医療の確保についても、浜中町との連

携を進めてまいります。

町民の多くは、住み慣れた地域や家庭で暮らし続けることを望んで

おります。そのためには 「第３期厚岸町地域福祉計画」に基づき、、
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誰もがいきいきと希望を持って暮らすことのできる環境づくりが大切

であり、地域福祉に関わる全ての人や団体とのネットワークの構築を

促進し、共に支え合い、助け合う地域づくりを目指してまいります。

、 、また 権利擁護の観点からも高齢者などの見守り支援を行えるよう

「 」厚岸町社会福祉協議会が昨年度開設した あんしんサポートセンター

と連携し、成年後見制度の利用促進や市民後見人の養成を進めてまい

ります。

高齢者福祉については 「第６期厚岸町高齢者保健福祉計画・介護、

保険事業計画」に基づき事業を推進し、キャラバンメイトや認知症サ

ポーターなどの高齢者を支援する人材の養成に努めるとともに、

ＳＯＳネットワークの活用、独居高齢者などの見守りを強化するため

のハートコール事業の拡充、各種機関との見守り協定の締結などによ

り、高齢者が安心して生活できるよう努めてまいります。

また、昨年度から開始した車いす利用者が町外に通院する際の交通

費助成を継続するほか、新たに高齢の車いす利用者が介護タクシー事

業者を活用して町内移動する際の交通費についても助成を行い、外出

機会の拡大を図ってまいります。

なお、新たに平成３０年度から３２年度を計画期間とする「第７期

高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画」を策定いたします。

特別養護老人ホーム心和園及び在宅老人デイサービスセンターにつ

いては、継続して指定管理者が行う福祉サービス第三者評価事業の支

援として、本年度は心和園の多床室部門の評価事業を支援するととも

に、評価の結果を公表し、施設運営の透明性の確保とサービスの向上

につなげてまいります。

また、当初の指定管理計画との労働条件の相違による人件費等の増
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、 。加分について補助を行い 施設の安定した運営を支援してまいります

介護老人保健施設「ここみ」については、医療機関併設の高齢者施

設としての利点を充分に活かし、高齢者が施設を利用しながら自宅で

健康に生活できるよう、その役割に即した運営と健全経営に取り組ん

でまいります。

障害福祉については 「第４期厚岸町障がい者基本計画 「第４期、 」

厚岸町障がい福祉計画」に基づき各種事業を推進してまいります。ま

た、平成２８年４月に施行された障害を理由とする差別の解消の推進

に関する法律、いわゆる障害者差別解消法に基づく取組として、障が

いのある人への町職員の対応の基本を示した事務要領を作成するほ

か、町民や町内事業所への理解の浸透を図るための啓発活動に取り組

んでまいります。

なお、新たに平成３０年度から３２年度を計画期間とする 「第５、

期障がい者福祉計画」を策定いたします。

国民健康保険については、高齢化などによる一人当たりの医療費の

増大に伴い、引き続き厳しい運営が予想されるため、特定健康診査の

受診率向上などによる医療費の抑制や、国民健康保険税などの給付財

源の確保により、国民健康保険事業の安定的な運営に努めてまいりま

す。また、平成３０年度からの北海道と道内市町村との共同運営に向

けて、北海道や関係機関と連携を密にして、適切に準備を進めてまい

ります。

介護保険制度については、制度の周知を徹底するとともに、利用者

が安心して適正なサービスを利用できるよう、介護サービス事業者と

の連携強化に努めてまいります。

また、本年度から介護予防・日常生活支援総合事業として、通所介
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護相当事業、訪問介護相当事業、介護予防事業などを実施し、要支援

者などへのサービスの確保と各事業の円滑な推進に努めてまいりま

す。

生活保障と自立支援については、生活実態を把握するための相談に

適切に対応するとともに、関係機関と連携し、各種制度を活用した支

援に努めてまいります。

また、本年度が４年目となる臨時福祉給付金の支給については、で

きるだけ早い時期に支給できるよう万全な体制をとってまいります。

(4) 個性と感性がきらめくまちづくり

まちづくりの柱の四点目は 「個性と感性がきらめくまちづくり」、

であります。

教育委員会と協議を重ねながら、効果的に教育環境を整備していく

ことは、行政の使命と考えております。

そこで、私に関係する教育行政について申し上げます。

本年度は、本町教育行政を推進するための指針である「厚岸町教育

大綱」の実施期間の最終年度になります。この教育大綱に掲げる３つ

の基本指針の達成を目指し、総合教育会議において活発な意見交換を

行いながら連携して施策を実行し、より一層、教育の充実と発展に努

めてまいります。

学校教育施設については、真龍中学校の吹奏楽用の楽器と武道場の

畳を整備いたします。

教員住宅については、住の江地区の１棟を改修いたします。
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就学支援については、学校において教材を購入する際の保護者負担

を軽減するため、保護者負担軽減費を増額するほか、経済的理由によ

り就学困難な児童生徒の保護者への援助費についてもその支給費目の

一部を増額支給いたします。また、厚岸翔洋高等学校へ通学する生徒

への通学費の一部助成を引き続き実施してまいります。

姉妹都市との中学生等国際交流については、オーストラリア・クラ

レンス市へ中学生８名と厚岸翔洋高等学校の生徒２名を派遣する実行

委員会を支援し、人材育成とさらなる交流を深めてまいります。

体育施設については、宮園公園内施設の安全性を高めるため、野球

場フェンスを改修するほか、子ども広場に設置している遊具を整備い

たします。

(5) みんなでつくる協働のまちづくり

まちづくりの柱の五点目は 「みんなでつくる協働のまちづくり」、

であります。

自治会活動については、連帯感にあふれた安全で安心な地域社会づ

くりを目指す活動を支援するとともに、地域活動の拠点となる集会施

設の計画的な改修や修繕を行い、施設の維持・管理に努めてまいりま

す。

次に、行政運営についてであります。

平成２８年度から施策を展開してきた「厚岸町未来創生総合戦略」

については、その実施状況や効果などを検証しながら必要に応じて見

直しを行うなどして実効性を高め、地方創生の取組を着実に進めてま
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いります。

ふるさと納税については、昨年６月から、インターネットによるふ

るさと納税ポータルサイトへの掲載、町内事業者の協力による寄附者

、 、への特産品の送付 クレジット決済の利用を合わせて開始したところ

全国各地から、当初の想定を上回る約１億８千万円の寄附をいただき

ました。本年４月には、複数の町内事業者が、返礼品の新規提供業者

として参加されることになっております。

町としては、引き続き、関係団体の協力をいただきながら、町内事

業者の理解の下、特産品を活用した魅力ある返礼品の充実に取り組む

ほか、あらゆる方策を講じ、寄附額をさらに増やして、本町の特産品

の認知度のさらなる向上と町内経済の活性化につながるよう努めてま

いります。また、ふるさと納税基金の使い道についても、寄附者や町

民の皆さんに理解していただけるよう、ホームページや広報誌などで

公表してまいります。

平成２８年１月から社会保障・税・災害対策の行政手続で利用が開

始されているマイナンバー制度については、本年７月から開始される

情報ネットワークを介した国や地方公共団体との情報連携に際し、国

から情報セキュリティ強靱化対策が求められており、平成２８年度に

おける庁内環境の整備を踏まえ、本年７月までに予定されている北海

道自治体情報セキュリティクラウドへの接続に向け、万全な対策を講

じてまいります。

職員の能力開発・向上については、これまで申し述べてきた各種施

策の着実な実行のためには、職員一人ひとりの基礎的な職務遂行能力

に加え、より専門的かつ高度な能力の開発、知識の習得を促進してい

く必要があります。そのため、職員には、これまで以上に積極的に研
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修を受講するなど、自らが向上心を持って知識の習得、能力の向上に

努めるよう求めてまいります。また、同時に人材の育成と職務への意

欲向上のため、人事評価制度を基本に、職員に対する指導・育成に努

めてまいります。

次に、財政運営についてであります。

平成２９年度予算編成に当たり、その基本となる地方財政計画は、

前年度との比較において、地方交付税については２.２パーセントの

減となる一方、臨時財政対策債については、６.８パーセントの増と

、 、なるほか 地方税や地方譲与税等が前年度を上回る見込みであるとし

地方が安定的な財政運営を行える一般財源総額を確保したとする内容

であります。

こうした状況を踏まえ、新年度の一般会計予算案は、約８８億

２,５００万円で、前年度に比較して５.４パーセント、約４億

５,３００万円の増であります。

歳入予算について、町税では、好調な収入を見込めることから前年

度よりも約９００万円増の約１０億１,９００万円を計上しておりま

す。また、普通交付税は、国から示された単位費用や当町独自の基礎

数値等により交付税額を算定し、これを踏まえ前年度よりも約

３,０００万円減の約３３億５,８００万円を計上しておりますが、こ

れは年度内における補正財源を確保し町民サービスと予算執行に支障

がないよう対応したものであります。交付税の振替となる臨時財政対

策債は、国が示す伸び率による試算を踏まえ、前年度よりも約

１,４００万円増の約２億３,８００万円を計上しております。

歳出予算について、義務的経費の人件費では、退職手当組合負担金

の減などにより前年度よりも約６,３００万円減の約１６億７００万
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円、扶助費は約１,１００万円増の約５億２,７００万円、公債費は長

期債の償還元金の増により約２,１００万円増の約１０億７,２００万

円であります。投資的経費は、基幹産業である農業と水産業の振興事

業のほか子育て環境を充実させる事業を行うとして、約３億

９,９００万円増の約２１億４００万円を計上しております。

さらに、特別会計と企業会計への一般会計からの繰出金等は合計で

約１１億７,５００万円を計上し、一般会計と６つの特別会計及び２

つの企業会計を合わせた当初予算案の合計では、約１４３億

７,９００万円で、前年度に比較して０.９パーセント、約１億

３,１００万円の増であります。

このような歳入と歳出の見通しの中、一般会計の収支不足額は、前

年度よりも約７,８００万円増の約６億９,０００万円となり、同額を

基金から取り崩し、収支の均衡を図っております。

今後、安定した財政運営を行うためには、基金残高の確保が必要と

なります。そのため、取り崩した基金を年度内に可能な限り積み戻す

ための財源を確保し、対応してまいります。

国は現時点において、地方が必要とする一般財源総額は確保すると

していますが、一方では、地方の基金が増加傾向にあり地方財政は余

裕があるとし、地方財政計画を見直す考えがあることから、今後の地

方財政計画を一層注視する必要があります。

このような財政環境の中、財政健全化への取組を今後においても緩

めることなく継続し 「第５期厚岸町総合計画・後期行動計画」及び、

「厚岸町未来創生総合戦略」に掲げた各種施策を確実に実施できるよ

う、安定的で持続可能な財政運営を推進してまいります。
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４ むすび

以上、平成２９年度の町政を執行するに当たっての基本姿勢と主要

な施策の概要について申し述べました。

先にも申し上げましたとおり、厚岸町では、新たな厚岸ブランドの

創出や世界も注目する厚岸蒸溜所のウイスキー蒸留開始、水産業関連

の大型事業の展開など、他のまちが 羨 むほどの活発な経済活動が行
うらや

われています。こうした産業界での積極的な取組が行われている今こ

そ、これを起爆剤として、厚岸町の輝かしい未来の創生に向けて大き

く躍進する絶好の機会であります 「厚岸町未来創生総合戦略」の取。

組を一層進展させ、さらなるチャンスを呼び込むといった好循環を生

み出すことで、子どもたち、若者、子育てや働く世代、お年寄り、町

民誰もが、夢と希望を持つことができる、輝かしい厚岸町を創生する

ことができると私は確信しております。

夢ひろがる厚岸の未来へ向けて、ともに歩んでいこうではありませ

んか。

町民の皆さん、そして町議会議員の皆さんの一層のご理解、ご協力

を賜りますよう心からお願い申し上げ、平成２９年度の町政執行に当

たっての、私の所信とさせていただきます。


